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第1章 ミチゲーション

１．環境価値の評価手法（生態学的環境評価手法）

MITIGATIONという単語は、「緩和」という意味であり、開発などの環境に与える悪い影響を和らげるということになる。ミチゲーションの考え方においては、全く同種の環境を整備することを代償措置とする場合には、失われる面積と同等以上の面積を失われる環境以上に整備すればよいが、実際には質的・量的に異なる環境を整備する代償措置も多い。その場合には、失われる環境に対して、整備する環境の質と量（面積）を決定するためには、定量的な評価が必要となり、この場合は、生態系の評価手法、方法といった技術的にも困難な問題も多いが、現在までに、事項で示すようにいくつかの評価手法が提案され、実際に用いられてきている。

図1-1-1にアメリカのミチゲーション（Mitigation）フローを示すが、①回避(avoid)、②最小化(minimize)、③低減(reduce)、④代償（compensation）の行為であり、ここで各種の定量的把握手法が提案されている。


図1-1-1 ミチゲーションフロー

なお、定量的な把握手法としてＨＥＰ（Habitat Evaluation Procedures）がよく知られており、以下のような式から算定されている。



２．各種手法

自然環境の予測手法は様々であり、以下にその主なものについて概説する。

表　1-2-1 主な環境価値の評価手法（生態学的環境評価手法）の概要

	手　　法
	概　　　　要
	特徴と問題点

	ＨＥＰ

（生息収容力評価表）
	(Habitat Evaluation Procedures)

1 評価の対象とする種を選定する。

2 ｌ）対象種毎に生息、・生育環境適合性指標（ＨＳＩ）を算定する。

　　  ＨＳＩ＝該当する環境が有する収容力（個体数）/理想的な収容力（個体数）

２）生息・生育環境として想定できる空間規模を設定する。

３）生息・生育環境評価（ＨＵ：ＨＵ＝ＨＳＩ×空間規模）を算定する。

４）以上の評価を対象種総てについて行いその総和を算定する。

3 開発事業地とミチゲーション事業地におけるＨＵ(ﾊﾋﾞｯﾀﾄﾕﾆｯﾄ)の総和を比較し、評価する。
	· 米国において最も多く用いられている。

· 評価の結果が明解でわかりやすい。

· 生物種を限定しないと膨大な作業となる。

· 収容力の判断は専門家が行うが、主観の入る可能性もある。



	ＷＥＴ

（ｳｴｯﾄﾗﾝﾄﾞ評価表）　
	(Wetland Evaluation Techniques)

1 ｳｴｯﾄﾗﾝﾄﾞの生態系を構成する９つのカテゴリーから指標（変数）を８０～９０抽出する。

· 地下水の状況

· 文化・審美的機能

· 洪水調整機能

· 沈殿物の停滞状況

· 沈殿物・有毒物質の浄化機能

· 栄養塩類の分布状況（物質輸送）

· （生物）生産機能

· 水生生物の状況（多様性と固体数）

· 野生動物の状況（多様性と固体数）

2 上記の80～90の指標毎に、経済社会にとっての便益、代償措置の有効性、生態系保護の観点からの便益、の3つの視点から各々3段階（1,2,3点、あるいはHigh,Moderate,Low）で評価する。

3 （80～90）×3のﾏﾄﾘｯｸｽの評価結果をもと評価を行う。
	· ｳｴｯﾄﾗﾝﾄﾞの評価手法として信頼性が高い。

· 扱う変数が多く、さらにそれを3つの視点から評価するため、作業が煩雑になる。

· 現在、バージョン3に向けて改良中である。

	ＢＥＳＴ
	(Biological Evaluation Standardized Technique)

魚種に関して、２地点間（開発地点・代償借置地点）の相対的な比率として数値化し評価を行う。

1 専門家会議により魚種の重要度や生態学的な特性からみて等価と判断される魚種を１０組選定する。

2 １０組の魚種について成魚、成魚の餌生物の幼稚魚、幼稚魚の餌生物、産卵量、生産量の６項目について、各々２地点の値の和が１となるよう評価する。

3 さらに、海域（人工リーフ、推移帯、その他など）毎に６項目の評価を積算し、合計点を算定し、相対評価する。
	· 測定データを直接使用でき定量的・客観性が高い。

· 指標とする魚種の選定が結果を大きく左右するため、指標の代表性に注意を要する。

· 魚種によっては、既存のデータが無い場合がある。また、データの時間的・空間的な信頼性の検討が必要。

	ＨＧＭ法
	(Hydro Geomorphic Approach to Wetland Assessment)

ウェットランド生息地を査定する手法として1990年代以降開発されてきた手法である。この方法はウエットランドの機能的なアセスメントに地域的なアプローチを取り入れたものでモデルの精度は増す。水文学的なセッテングや流体力学、それに水資源に基づいてウエットランドを分類することで地域的に分割することが出来る。

なお、ＨＧＭ法の場合ほとんど手つかずの状態にある特定のウェットランドからデータを収集することが必要である。機能別に０～１の評点をつけ定量的に評価する。
	· この方法はプロジェクトの影響、プロジェクトの代替性及びミチゲーション代替物をデザインする上で役立つ情報のための手段を提供することが出来る。


（分類）①生物の生息状況から評価する方法：ＢＥＳＴ

②環境条件の適性度から評価する方法：ＨＥＰ

③上の①と②の両面から評価する方法：ＷＥＴ、ＨＧＭ
第２章　ミチゲーションの国内の事例

１．事業の内容

本事業は、沿岸域に約100万㎡の埋立地を計画したものであるが、計画のコンセプトは最小限の自然改変、失うであろう環境に対して、代替の場の創造、さらに、新しい環境の利用の観点から①環境を守り、②環境を創造し、③環境を利用する三つとした。

２．影響が考えられる海生生物

　海域の埋め立て計画により縮小する藻場の主要構成は、コンブ科のカジメである。カジメは海底の岩礁部に固着して生育する多年生の大型藻類で、その分布範囲や現存量・生産量は海域の海象、光条件（透明度）、水質、底質、基盤の安定度、漂砂などの環境条件を総合的に反映する。また、藻場は魚介類の餌量や産卵・飼育の場として機能していることはもちろんのこと、一次生産者として日中は二酸化炭素や、栄養塩類を吸収・固定し容存酸素を放出している。これらの点から藻場の評価対象としてカジメを指標種とした。

さらに、本海域では敷網漁業（うるめいわし、まいわし、そうだかつお類）、刺網漁業（あおりいか）、磯建網（いせえび）、釣漁業（たちうお）、かさごはえ網（かさご、べら）、地引網（かたくちいわし）、採貝漁業（あわび、さざえ）、採藻（ひじき、てんぐさ）、たこかご（まだこ）等が行われている。しかし一般に遊魚類は移動性が大きいため、定量評価の対象種とすることはなじみにくい。よってここでは比較的移動性が少ない底魚を評価対象として具体的にはカレイを指標種とする。

表　2.2.1　　変化する場の評価指標と特徴
	場
	評価指標
	特徴
	評価

	藻場
	海藻：カジメ
	藻場の主要種構成
固着性、環境の総合指標
魚介類の餌量、産卵・生育場
一次生産者として二酸化炭素栄養塩の吸収・固定、溶存酸素の放出
	◎

	漁場
	魚類：底魚
	同一場所が生息域

移動性が少なく指標に適する
	◎


３  藻場の定量的評価   

（１）　アラメ、カジメ

　１）手法

藻場の定量的評価については、藻場の生息する面積と水深の関係（光合成）から、藻の現存量を定量的に把握し、新たに創造される量についても藻の生息出来ると考えられる底質（基質）と水深との関係式を用いて藻の回復量を算定する。
　　　　　分布面積　：分布範囲（基質、水深、水質、波浪条件）
　　　　　現存量　　：本数・現存量／面積（水深、光量、水温）


図　2-3-1-　藻の定量把握フロー

２）生産モデル基礎式

 今回用いる藻場の生産モデルの基礎式は、陸上植物の群落光合成理論(Monsi・Saeki,1953)に準じた本多のモデルである。

３）評価

これまでの結果から、影響を受ける水域は現存南護岸の23haとN地区の7haの合計30haで、これにより消滅する藻の量は現存南護岸の1,562,174 kg／(w)とN地区の168,000 kg／(w)の合計1,730,174 kg／(w)なる。

一方、創出される藻場は新護岸の22haと港湾エリアの7.6haの合計29.8haで、これらから創出される藻場は新設南護岸の69,493 kg／(w)と同東護岸の2,023,616 kg／(w)、さらに、港湾（S地区）470,800 kg／(w)及び（N地区）防波堤マウンドの71,920 kg／(w)の合計2,566,336kg／(w)となる。なお、これら藻場のバランスートは下表に示すように、創出される量が約836,162kg／(w)と若干多い値となる。

表 2-3--1 藻場の評価（バランスシート）

	区分
	区域
	面積
(㎡)
	回復量
     (kg/(w))

	消失
 
	南護岸
	230,500
	1,562,174

	
	N地区
	70,000
	168,000

	
	計
	-300,500
	-1,730,174

	創出
	新設南護岸
	12,000
	69,493

	
	新設東護岸
	209,880
	2,023,616

	
	N地区
	7,380
	71,920

	
	港湾(S地区）
	69,000
	470,800

	
	計
	298,260
	2,566,336

	ﾊﾞﾗﾝｽ
	-2,240
	836,162


４　魚類の定量的評価
（１）手法

海生生物（魚類）の定量的把握手法は図2-3-1に示す。始めに本海域に生息している魚類の組成の類似性から魚類の類型と場の相関を定める。

次いで、魚類の類型ごとに産卵の場、生育の場、生息の場との関わりから重要性を勘案した重み付けし指数化する。

また、開発によるインパクトから生息原単位の変化を求め、これにより開発による生物の影響を定量的に求めた。

最後に開発の影響により失う環境量の3倍を環境改善工法により補償する実施計画案を作成した。


　

図　2-4-1　生態の定量把握フロー

（２）海生生物（魚類）の類型と生息域との相関

１）海生生物の類型
生物種の生態的特徴として発育段階別の出現時期と、その時の環境条件や種間関係なども種の構成には大きな影響を与える。ここではこれらも整理し、その上で、生物種を生息域や食性によって次の表に示すように７つのグループに区分し、「産卵場」、稚仔魚の「生育場」、未成魚・成魚の「生息場」の３つの発育段階に分けることによって海生生物と環境の関わりを検討した結果を下表に示す。
本分類で対象とした海生生物は65種（魚類38種、エビ・カニ類9種、頭足類5種、棘皮動物2種、貝類11種）である。この65種についは発育段階別の生態特性（分布、出現時期、生態的特性）、環境特性（水温、塩分、水深、底質）及び種間関係（食性、敵害生物、競合種）について基礎的な内容を整理し①浮き魚（ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ食）、②浮き魚（魚食）、③底魚（ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ食）、④底魚（魚食）、⑤底魚（ﾍﾞﾝﾄｽ食）⑥定着性生物(ｴﾋﾞ、ｶﾆ類)、⑥定着性生物（貝類）の７つに分類した

表　2.4.1生物群のｸﾞﾙｰﾌﾟ区分表
	No
	生態的特性
	海生生物種のｸﾞﾙｰﾌﾟ

	１
	浮魚(ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ食)
	ﾏｲﾜｼ、ｶﾀｸﾁｲﾜｼ、ｳﾙﾒｲﾜｼ、ﾏｱｼﾞ、ｻﾖﾘ、

	２
	浮魚(魚食)
	ﾏｻﾊﾞ、ｻﾜﾗ、ｽｽﾞｷ、ﾎﾞﾗ、ｲｻｷ

	３
	底魚(ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ食)
	ｲｶﾅｺﾞ､ｺﾉｼﾛ

	４
	底魚（魚食）
	ﾋﾗﾒ、ﾏｱﾅｺﾞ

	５
	底魚（ﾍﾞﾝﾄｽ食）
	ﾏﾀﾞｲ、ｸﾛﾀﾞｲ、ｲｼｶﾞﾚｲ、ﾏｺｶﾞﾚｲ、ｼﾛｷﾞｽ、ﾒﾊﾞﾙ、ｶｻｺﾞ、ｱｲﾅﾒ、ﾏﾊｾﾞ、ｶﾜﾊｷﾞ、ﾋｲﾗｷﾞ

	６
	定着性生物
(ｴﾋﾞ､ｶﾆ類)
	(ｴﾋﾞ､ｶﾆ類)：ｼｬｺ、ｸﾙﾏｴﾋﾞ、ｲｾｴﾋﾞ
(頭足類)：ﾏﾀﾞｺ、ｲｲﾀﾞｺ、ｽﾙﾒｲｶ、ｱｵﾘｲｶ、ｺｲｲｶ
(棘皮動物)：ﾏﾅﾏｺ、ｱｶｳﾆ

	７
	定着性生物（貝類）
	ｱﾜﾋﾞ､ｻｻﾞｴ


2） （生息域）の分類

生物が生息する「場」すなわち生息域は、生物の生息環境と対象とする海域環境との関わりや、環境を構成する要素から判断して行うこととなるが、先に述べた「場の成立要因」に示したように地形、水質、底質などが考えられる。しかし、今回の海域の「場の成立要因」をみると、外海に面したほぼ同一の要因であるため、ここでは①浅海、②砂底、③海域、④河口域、⑤岩礁域、⑥藻着床域の６区分とした。

3） 重み付け（場の依存度）

場への依存度から重み付けを定め、場への依存度は以下の基準で行った。

表 2-4-2 場への依存度判断基準

	判断基準
	依存度(wｉ)

	生物グループのうち主要な種が２種以上分布している
	５

	生物グループのうち主要な種が１種もしくは構成種の3～5種以上分布している
	３

	生物グループのうち主要な種は分布しないが構成種の1～2種分布している
	１


4） 魚類の類型と生息域との相関

上に述べた項目から生物の類型と生息域との相関を示すと下表のようになる。
表 2-4-3    場と生息域の相関
	ｸﾞﾙｰﾌﾟ名
	①浮魚 (ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ食)
	②浮魚（魚食）
	③底魚（ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ食）
	④底魚（魚食）
	⑤底魚（ﾍﾞﾝﾄｽ食）
	⑥定着性
生物（ｴﾋﾞ､ｶﾆ）ﾞ
	⑦定着性
生物（貝類）

	発育段階

生息域
	産
卵
場
	生
育
場
	生
息
場
	産
卵
場
	生
育
場
	生
息
場
	産
卵
場
	生
育
場
	生
息
場
	産
卵
場
	生
育
場
	生
息
場
	産
卵
場
	生
育
場
	生
息
場
	産
卵
場
	生
育
場
	生
息
場
	産
卵
場
	生
育
場
	生
息
場

	浅海
	
	◎
	○
	
	△
	◎
	
	○
	
	
	◎
	
	○
	◎
	◎
	○
	○
	○
	◎
	◎
	◎

	砂底
	
	
	
	
	
	△
	○
	
	
	△
	△
	△
	△
	◎
	△
	△
	○
	◎
	
	△
	

	海域
	
	◎
	◎
	
	△
	△
	
	○
	○
	◎
	
	○
	△
	○
	
	△
	○
	◎
	○
	○
	○

	河口部
	
	
	
	
	○
	△
	
	
	
	
	
	
	
	
	△
	
	
	
	△
	△
	△

	岩礁部
	
	
	
	○
	
	○
	
	
	
	
	
	
	◎
	○
	◎
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	藻着床域
	△
	
	
	
	△
	△
	
	
	
	
	◎
	
	○
	◎
	
	△
	△
	
	
	
	


（３）指数（定量）化

1） 考え方

生息域の相対的重要性を数値化し生物グループごとに生息指数を決定する。このとき海生生物の生息域である産卵場、生育場、生息場ごとに生息指数「H」の合計値を10点として集計したときの生息指数Hｉを次式により求める。

Hｉ＝（Ｗｉ／∑ｉWｉ）×H

H　：10

Ｗｉ：生息域ごとの依存度

２）計画地での各種指数

計画により埋め立られる海域では④底魚（魚食）が生息していた。この種の依存度と生息指数は次のようになる。

表2-4-4  底魚（魚食）の生息域の相関関係

	
	
	依存度（ｗi）
	生息指数（Ｈ）
	計

	発育段階
	
	産
	生
	生
	産
	生
	生
	

	
	
	卵
	育
	息
	卵
	育
	息
	

	生息域
	
	場
	場
	場
	場
	場
	場
	

	浅海
	
	0
	5
	0
	-
	4.6
	-
	4.6 

	砂底
	
	1
	1
	1
	1.6
	1.0
	2.5
	5.1 

	海域
	
	5
	0
	3
	8.3
	0.0
	7.5
	15.8 

	河口部
	
	0
	0
	0
	0.0
	0.0
	0.0
	0.0 

	岩礁部
	
	0
	0
	0
	0.0
	0.0
	0.0
	0.0 

	藻着床域
	
	0
	5
	0
	0.0
	4.5
	0.0
	4.5 

	合計
	
	6
	11
	4
	10
	10
	10
	30 


注）ここでは底魚についてのみ記載する、手法の項で記載したように７つの類型毎のマトリックスを作成した。

（４）計画によるインパクト

１）環境ｲﾝﾊﾟｸﾄと変化指数

表2-4-1より底魚にとって必要な環境30のうち、ここでは浅海域（4.6）と砂底(5.1)の合計(9.7)が失われ、これにより底魚は9.7／30＝0.32のインパクトを受けることになる。これより変化指数は(1-0.32)＝0.68となる。

２）　底魚(魚食)の生息原単位の変化

現在対象海域に生息している（ヒラメ、カレイ）の生息面積は37.5haであり、漁獲量は４トン（水産統計）である。これより現在及び将来の生息原単位を求める。◎現在の生息原単位＝4,000kg／37.5ha=106.7kg／haとなり、

◎計画後の、将来の生息原単位＝106.7kg／ha ×(1-0.68)＝34.1 kg／haとなる。

２）失われる生物の生息数　

埋め立てにより21haが消失し、生息域は37.5-21＝16.5haとなる。これより、開発により失う量は＝4000kg｛34.1kg×（37.5ha－21.0ha）｝＝2,251kg

よって、底魚換算で失う量の3倍の補償として2,251kg×３＝6,753kgを新たに確保する必要がある。

３）　環境創造による補償

人工護岸で補償する考えで計画を策定した。なお、関西国際空港の人工島における魚類の生息原単位は0.5kg/㎡（8.35t／km）となっており、この原単位を用い環境創造（緩傾斜護岸）量を算定した。

水深-10ｍの、有効幅20ｍの人工マウンドを計画することで必要な延長は以下のように算定される。

補償する緩傾斜護岸の延長＝6,753kg／｛(0.5kg／㎡)/20ｍ｝＝675ｍ

従って有効幅20mの延長700mの緩傾斜護岸を設置することで失った環境の創造が図られる。

４．今後の課題

（1） 環境相関図の作成

ミチゲーション手法の今後の課題を挙げると、第一には定量的把握では指標とする魚種の選定が結果を大きく左右する、このため、指標の代表性に注意を要する、すなわち、大きなポテンシャルは高価な魚種に与えるのではなく、生態系の構成に重要な役割を果たす生物に与えるべきである。このため生物を定量的に把握する「環境相関図」を作成する必要がある。
　（２）環境改善工法の効果
沿岸利用が密である国においては単純にアメリカ型のミチゲーションは導入できない。すなわち、アメリカ型のミチゲーションの①回避、②最小化、③修復、④低減、⑤代償の行為のうち、⑤の代償行為を区域外の地域で対処することは場所の確保の面からはなはだ困難であり、沿岸利用の密な国においては環境改善工法の新たな環境創造で対処することが一つの方法であると考えられる。従って、上に述べた環境相関図も、アメリカのような「生息種と場の関係」と、さらに「生息種と環境改善工法」の２種類ついての定量的把握が必要となる。

（３）モニタリングの必要性
生態系を定量的に把握する場合様々な問題を抱えている、例えば、選定された種がその場において代表種として適切であったか、あるいは、相関図の値が正しかったかなど事後の検証をするためモニタリングがかかせない重要なものとなる。
生物類型と場の相関
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